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 13　注に記した文献のほかに，以下のものを適宜参照した。『政治学事典』（平凡社，1954年 5 月），日本史籍協会（編）
『百官履歴　一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
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職官沿革表　職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職
官沿革表　官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月―1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月―1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平






「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されてい
る。それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの分 52件を加えたものが，井上洋『明治前期
の災害対策法令』（仮題）（論創社，近刊）である。1870年 12月より前の災害対策法令については，こちらを参看
されたい。また，本稿がそれに続くところの「明治前期の災害対策法令（第 2輯）」の（その 1）は，南山大学『ア








 【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで） 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）（4月 11日）（90 ― 92頁）【災害予防】
　【災害応急対応への備え】【災害復旧】 
 【注解】 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88） 
 第六百三十一 ※1 ヲ以テ廃止 





































 【注解 1】明治 4年 2月 22日，民部省と大蔵省は合議のうえ，明治 3年 11月に民部省土木司が建
明した「水利堤防ノ方策」を太政官に開稟した。この民部大蔵両省からの稟申を受けて太政官が府
藩県宛に布告したのが本件「治水条目ヲ定ム」である ※2 。明治 3年 11月の治水に関する土木司の
建策は，「治水策要領」（全 14項）と「治水費用ヲ区定スルノ議」から「地形，水勢ヲ審知スルノ議」







第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），132頁。 
 ※ 3　同上，132 ― 138頁。 
 ※ 4　大蔵省沿革志』では，「治水法規」と記されている。 












たうえで解説を加える ※6 。 




















 2．最初に取り上げるのは「治水策要領」である。少々長いが全文を掲げる ※7 。 



















































































之ヲ修治シ，而ル後ニ民部省ニ具報ス」とされた ※10 ※11 ※12 。
 　第 2項は，日常的な河川の巡視業務（日常的な河川管理の実施方）について規定する。この日常
的な河川巡視業務を担当する職員として，土木司中に検査掛を置くとしている ※13 。すなわち，河
川の沿岸を区分して 20里もしくは 30里をもって検査掛 1員の担当区間とし，これをして河川巡視
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に当たらしめる，検査掛は，その職務遂行に際し「治水条目」を準則とし，地方官と協力してこれ
の履行に任ずる，とされた ※14 。尚，「治水策要領」第 2項には，「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年
2月 22日，太政官第 88）の布告本文がほぼ対応する ※15 。 
 　第 3項は，前半で，水路の疏浚，堤防の修繕等治水工事に当たる人足の科発の仕法について定め














 　第 7項からは河川警察的な規定が並ぶ。第 7項は，魚を捕るために簗や （えり） ※22 などを設置
し水行を妨げることを厳しく禁じる規定である ※23 。違犯があれば地方官がこれを責罰するとして









出た泥砂をもって無許可で土手や堰をつくることの禁止を定める ※26 。第 10項は，堤腹侵墾の禁止
を定める ※27 。第 11項は，自普請による「水刎土出ノ類」（水制）の設置に付き，土木司への事前
の届け出を義務づける ※28 。以上第 7項からここまでの計 5項は河川警察的な規定である。 
 　第 12項は，日常的に河川巡視事務に当たる堤防看守員の任命，堤防看守員が行なう河川巡視事


















 ※ 10　「治水策要領」第 1項後半の堤防の修繕工事の実施手続きを述べた部分は，内容的には既定の方針の確認で
ある。堤防修繕工事の実施手続きに関する既定の方針については，参照，「民部省規則」第 7条，「府県奉職規則」
第 6条，「県官人員並常備金規則」，「府県常備金規則説明」，「堤防等目下難閣廉々措置ヲ定ム」第 1条，第 2条。
尚，当時（明治 4年正月時点）の堤防工事／河川工事の実施手続きについて，「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」
（明治 4辛未年正月 13日，太政官第 17）の項（前掲）においてまとめを試みた。こちらも参照されたい。 








 ※ 12　ところで，「治水条目」中には「治水策要領」第 1項に対応する部分がない。「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛
未年 2月 22日，太政官第 88）の本文中にもない。これは，「治水条目」の性格を理解するうえで重要なポイ
ントである。 
 ※ 13　本項で規定されている検査掛は，第 1項規定の「土木司大少佑，大少令史ノ二三員ヲ一伍ト為」し「地方官
ト倶ニ堤防ヲ修繕ス可キ場所ヲ巡視」する土木司巡視班とは別のものである。本項規定の検査掛は担当河川の
0 0 0 0 0
受け持ち区間に常駐
0 0 0 0 0 0 0 0 0
して日常的な河川観測および調査事務
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，さらには河川に関する違法行為の取り締まり事務
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
に当たる










 明治 3年 11月の土木司建策のなかの「検査官員ヲ設置スルノ議」を見ると，「治水条目」が，検査掛の職務執
行準則として同建議中に掲げられたものと，実質的に同じであることがわかる（大蔵省記録局（編）『大蔵省
沿革志（上巻）』，137頁，参照）。






（明治 2己巳年 9月，第 953）の項（井上洋『明治前期の災害対策法令』（近刊）に収録）。『松戸市史』を見る
と明治 10年代までは慣例にもとづく人足の派課法が継続していたことがわかる。すなわち『松戸市史』には
下総国葛飾郡七右衛門新田に係る江戸川堤防補修記録が載っている（松戸市誌編さん委員会（編）『松戸市史　
下巻（一）　明治編』，松戸市役所，一九六四年五月，387 ― 388頁）が，その明治 13年 4月の欄には，御普請
出来形帳からとして，「江戸川通万之助地先長 25間米蔵地先長 26間堤減所長 51間此坪 22.3坪，万之助地先




 ※ 18　「治水策要領」第 4項もまた，「治水条目」中に対応する部分をもたない。 
 ※ 19　これはいわゆる水防倉庫の設置とそこへの堤防修築用資材の貯蔵の規定である。 
 ※ 20　「治水策要領」第 5項には，「治水条目」第 4条が対応する。 
 ※ 21　「治水策要領」第 6項も「治水条目」中に対応する部分をもたない。 
 ※ 22　 （えり）は水中に竹をつらねて魚を捕る器具である。 
 ※ 23　「治水策要領」第 7項には，「治水条目」第 5条が対応する。 































 ※ 26　「治水策要領」第 9項には，「治水条目」第 2条が対応する。 
 ※ 27　「治水策要領」第 10項には，「治水条目」第 6条が対応する。 
 ※ 28　「治水策要領」第 11項には，「治水条目」第 7条が対応する。 
 ※ 29　「治水策要領」第 12項には，「治水条目」第 8条が対応する。 
 ※ 30　堤防看守員の設置に関して詳しくは「看守職員ヲ設置スルノ議」（後掲）を参照のこと。 
 ※ 31　「治水策要領」第 13項には，「治水条目」第 9条が対応する。 
 ※ 32　「治水策要領」第 14項は「治水条目」中に対応する部分をもたない。 




 　全 14項からなる「治水策要領」は大きく分けて 3つの部分から成る。第一は，全国各河川につ
いて，治水方針（河川工事方針）の作成，確認　→　工事の実施　→　日常的な河川の巡視（観測
















































 3 ― 2．「治水費用ヲ区定スルノ議」は，治水事務中目下の急務として工事費用の官民の負担区分の確




















 ①治水の技術・知識に精通した者数十名を選抜して土木司の属僚に任ずる ※36 。 
 ②①で任用した土木司属僚を各府県に 2，3名ずつ派遣して，地方を巡視せしめる。 
 ③②の府県巡視のなかで土木司属僚をして堤防橋梁等の官費民費の負担区分を確定せしめる（その
際工費の公私区分の基準としては「古昔溝洫ノ制」を用いる ※37 ）。 
 ④堤防橋梁等の官民の負担区分が決められたら，それを詳細に記録した帳簿を 2冊つくり，そのう















 ※ 35　「関東諸県ヲシテ村鑑帳ヲ進致セシム」（明治元戊辰年 10月，第 858），「取箇帳䮒村方渡米金取調帳様式ヲ定ム」
（明治元戊辰年 12月 18日，第 1100），「定免切替伺其他租税取計及諸帳簿進致ノ方ヲ定ム」（明治元戊辰年 12
月 24日，第 1144），「郷帳大積明細帳村鑑帳等ヲ進致セシム」（明治 2己巳年 2月 23日，第 198），「府県及預
所アル諸藩ヲシテ平均租税額並諸費用等ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 4月 27日，第 398），「府県川々官普請
ノ箇所ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 8月 13日，第 731），「川々堤防等官普請自普請ノ区別ヲ録上セシム」（明
治 2己巳年 8月 13日，第 732）など（いずれも，井上洋『明治前期の災害対策法令』（近刊）に収録されている）。 




























川䰵の浚濬，堤防の修築 ※39 ，溝渠の鑿開，沙洲の疏決，土砂の遮遏の 5つにまとめ，そのそれぞ
れについて詳しく述べたものである。いわば治水とは何か ― 「治水ノ術ノ要」 ― を総括的に示



































是レ溝渠ヲ開通スルノ方法ナリ， 第四 ，彼ノ流作地 流作地トハ河水漲泛スレハ輒チ作毛ヲ流亡スル地































栗原東洋『治山治水行政史研究の一試論』，総理府資源調査会地域計画部会，1955年 2月，とくに第 3章，第 4章，
第 5章）。 
 ※ 40　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，134 ― 136頁。尚，番号部分は見やすいように太字ゴチックにした。 
 ※ 41　ここは流作地について規定しているのであるから，“堤内”ではなく，“堤外”の誤りであると思われる。 
 4 ― 2．「地勢水理ヲ経画スルノ議」は，治水に関する施設方法の要領を，川䰵の浚濬（河道の浚渫等），
堤防の修築，溝渠の鑿開（分水），沙洲の疏決，土砂の遮遏（砂防）の 5つにまとめ，そのそれぞ








土木司は，大川の下流部の中央を深さ 6尺ほど疏濬するものとしてこれについて蒸気船 2艘半で 1







て違反者の取り締まりに当たらせるとする ※45 。 


























































 ※ 44 　「治水策要領」第 3項および第 4項の一部がこの部分に対応する。ただし科発する丁夫（人足）の人数に違
いがある（本建議では「郡村ノ石額ニ応シ毎一百石ニ丁夫五十人」となっているが，「治水策要領」第 3項で
は「石額毎一百石ニ丁夫七十五人」である）。 
 ※ 45 　「治水策要領」第 7項，「治水条目」第 5条がこの部分に対応する。 
 ※ 46 　本項の ※ 39 を参照せよ。 
 ※ 47　「治水策要領」第 3項，同第 4項がこの部分に対応する。 
 ※ 48　「治水策要領」同第 4項がこの部分に対応する。 
 ※ 49　「治水策要領」第 8項，同第 10項，「治水条目」第 3条，同第 6条がこの部分に対応する。 
 ※ 50　この提案は「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年
























 ※ 51　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，136頁。 


















































 ※ 52　「民部省規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 674）（井上洋『明治前期の災害対策法令』（近刊）に収録）。 
 6．四番目は「検査官員ヲ設置スルノ議」である。これは，日常的な河川の巡視業務（日常的な河
川管理の実施方）に当たる職員として民部省土木司中に検査官員（「検査掛ノ官員」）を置くことを


















 ※ 53　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，136 ― 137頁。 


























③には「治水条目」第 5条が，④には同じく第 3条が，⑤には第 4条と第 9条が，⑥には第 2条が，
⑨には第 1条がそれぞれ（完全にではないにしても）対応する。検査官員の主務には治水に関する“法
則の履行”が掲げられているが，こうして見ると「治水条目」こそ検査官員が履行すべき法則であ
ることがわかる ※55 。 
 ※ 54　「地勢水理ヲ経画スルノ議」の第 4を参照（上掲）。 
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 ※ 55　検査官員の主務の実施要領と「治水策要領」との対応関係は次の通りである。③には「治水策要領」第 7項が，
④には同じく第 8項が，⑤には第 5項と第 13項が，⑥には第 9項が，⑦には第 4項がそれぞれ対応する。 








た資料のなかではこれが初めてである。明治 3年 11月の土木司建策において観測事務 ※56 と研究事
務 ※57 が災害予防事務のなかに明示的に位置づけられることになったのである。 
 ※ 56　観測事務については，「地形，水勢ヲ審知スルノ議」（後掲）を参照のこと。 
 ※ 57　「地勢水理ヲ経画スルノ議」（前掲）の解説部分を参照のこと。 
 7．五番目は「看守職員ヲ設置スルノ議」である。看守職員（「堤防ノ看守員」）は検査官員同様日
常的な河川管理事務を担うべきもので，「治水条目」中第 8条の「隄防締役」がこれに相当する。













 ※ 58　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，137頁。 
 7 ― 2．「看守職員ヲ設置スルノ議」について，以下，看守職員を設けるべき事情，看守職員の選抜と







方官によって村里に告示される仕組みである ※60 。 
























 ※ 61　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，137頁。 






















ろまれたのであった ※63 ※64 。 
 ※ 62　水害調査に関しては，明治 4年 12月の「改定水理堤防条目」第 5条により水害についての集計表の提出が
各府県に義務づけられ（「水理堤防条目ヲ改定ス」，明治 4辛未年 12月 2日，太政官第 631），明治 5年 4月に
大蔵省からその集計表の様式が頒示された（「水害及堤防官舎総計表査点様式」，明治 5壬申年 4月 14日，大
蔵省第 57号）。 





H・ブラントン Richard Henry Bruntonが信濃川河口の測量調査を命じられて同河口で流量実測を行なったの
は明治 4年 5月 4日（知野泰明・大熊孝「R. H. ブラントンの活躍の概況―滞在年表―」，『土木史研究』，第 11
号，1991年 6月，385頁），また，オランダ人技師 I・A・リンド Isaac Anne Lindoが利根川，江戸川沿川の水
準測量を行なったのは明治 5年 7月から 11月にかけてであった（島崎武雄・市川幸男「明治 5年（1872）の
オランダ人お雇い技師リンドによる水準測量旅行と堀江 Y. P. 水準標石設置」，『土木史研究　論文集』，第 26巻，
2007年 6月，85頁）。 
 （この項，次号に続く。） 
